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平成20年 度業務実績評価参考資料

独立行政法人国立病院機構

平 成21年8月
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(参 考1)

財 務 状 況

①当期総利益又は総損失 総利益(総 損失)300億 円

②利益剰余金又は繰越欠損金 利益剰余金(繰 越欠損金)539億 円

③一1当期独立行政法人国立病院

機構運営費交付金債務
479億 円(執 行率94.4%)

※ 経 常収 益8,04・6億 円の うち、 運営 費 交付 金 の 占め る割合 は 、5.6%(454億 円:医 療 機 器 の購 入 費 用等 を除 く)

で あ り、團 期間 の債 務(退 職手 当等)の326億 円 を除 くと、1.,6%(128億 円)と な る 。

④利益の発生要因

及び

目的積立金の申請状況

⑤100億 円以上の利益剰

余金 又 は繰 越欠 損金 が

生 じている場合の対処

状況

各病院の機能 ・規模による病院の運営方針に応じ、職

員の適正配置を行 うこと等により診療報酬上の上位基準

の取得等を図るとともに、材料費、人件費及び委託費等

に係るコス ト削減に努め、個々の病院において毛収支相

償以上を目指 し収支改善を推進 した。

これにより、経常費用が対前年度14億 円の減 にな る

一方で、医業収益は前年度と比べ97億 円の増 となった

ことによ り、経常収支39,238百 万円、当期総利益

29,996百 万円 とな った。

なお、平成20年 度は第1期 中期 目標 の最終年度であ

ることから、平成20年 度の利益剰余金については積立

金 として整理 したところであり、目的積立金の申請は し

ていない。

国立病院機構は、医療観察法、障害者自立支援法に基

づ く政策医療を含め、各地域のニーズにも対応 した質の

高い医療の提供を行っているところである。

これらの医療を安定的、確実に提供するためには、築

40年 を経過 し老朽化 している建物の更新築に加え、耐

用年数を経過 した医療機器の更新が必要である。

さらに独法移行時に継承した約7,471億 円(平 成

20年 度期末残高5,080億 円)の 債務 につ いて、第

2期 中期 目標期間中においても、,2,032億 円を償還

しなけれ ばな らない ことから、それらの支払に充てる資

金も必要である。

これらの理由から、国立病院機構の安定的な運営のた

め、利益剰余金については、積立金 として整理の上、次

期中期目標期間への繰越を行ったところである。
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(参 考2)

保有資産の管理 ・運用等

①保有資産の管理 ・処

分の状況

保有資産については、 自らの業務運営に有効活

用するほか、学校法人や社会福祉法人などと調整

し、病院機能 との相乗効果が図 られ る貸付等 を

行っている。

また、国立病院機構においては減損損失の認識

を企業会計基準によ り行っているが、看護師等養

成所の再編成や老朽化 した病棟の建替計画を進め

ていることか ら、平成20年 度は、廃止 した看護

師等養成所や建て替えのため使用 しない病棟等に

ついて、減損を認識 した。

減損を認識 した建物については、今後除却する

こととし、除却後の土地は、病棟 ・宿舎等の建て

替えに有効活用するほか、病院機能との相乗効果

が図られる貸付等により有効活用を行うこととし

ている。

・(平成20年 度 減損損失額45億 円)
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(参 考3)

人 件 費 管 理

①給与水準 ・総人件費の

状況

【給与水準の状況について】

医師をは じめとする医療職種の確保は、医療を提

供 し、医業収益を得る当法人の運営において、基本

的かつ重要な事項であるが、その確保は民間医療機

関を含めて全国的に厳 しい情勢にある。

これ を踏まえて、医師の給与については、平成

17年 度に年俸制 を導入 して勤務成績 を反映させ、

平成18年 度に国の給与構造改革に伴 う基本給等の

引き下げを見送るなど、民間医療機関などの状況を

踏まえながら、改善を進めているものであるが、民

間医療機関の給与とは、まだ相当な開きがある。

看護師については、民間医療機関における給与の

水準を考慮 して、独法移行時に中高年齢層の一般看

護師の給与カーブをフラッ ト化 し、また、平成17

年4月 に基本給の調整額 を特殊業務手 当に切 り替え

るとともにその水準を引き下げるなどの適正化を講

じたところであり、適切な対応を行っている。ただ

し、看護師確保についても、医師と同様に厳 しい情

勢にある。

事務 ・技術職員については、国の一般職給与法に

準じているところであるが、独法移行時に中高年齢

層の一般職員の給与カーブをフラッ ト化するなどの

措置を講 じたとこちであり、適切な対応を行 ってい

る。

研究職員については、国の一般職給与法に準じて

いるところであり、適切な対応を行っている。

(以下付属資料のとお り)

【総 人件 費 の状 況 につ い て】

(1)国 立病 院機 構 の平成20年 度 にお け る総 人件 費

改革 の対 象 とな る人件 費 は 、312,063百 万円(注)

で あ り、総 人件 費改 革 の基 準値 で ある平 成17年 度

の 人件 費304,526百 万 円 と比較 す る と7,537百 万
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円の増となっている。

(注)総 人件費改革の対象人件費か ら除かれる給与改

定分(平 成19年 度給与改定に伴 う2,141百 万円の

増)を 除いたもの

(2)総 人件費削減 に向けた取組 として

① 技能職の退職不補充

② 非効率病棟の整理 ・集約、事務職の削減等

③ 独法移行時の給与カーブの変更 ・調整額の廃

止

などを行った結果、削減額は平成18年 度か ら平

成20年 度 までの3年 間で16,483百 万円とな り、

総人件費改革の基準値である平成17年 度の人件

費304,526百 万円の5.41%の 削減 を行った。

(3)一 方、国立病院機構 としての役割 を果たすため

の人件費増として

① 他の設置主体では代替困難な医療の体制整備

(心神喪失者等医療観察法や障害者自立支援法等)

② 地域医療計画を踏まえた救命救急、周産期等

の救急医療をはじめとした政策医療の推進のた

めの対応、医療サービスの質の向上、医療安全

の確保及び患者の処遇改善等のための体制整備

③ 医師不足解消に向けた取組 医師等の処遇改

善及び地域医療との連携強化のための体制整備

などを行った結果、平成18年 度か ら平成20年

度までの3年 間で24,020百 万円の増 となってい

る。

引き続 き、技能職の退職後不補充、非常勤職員

への切替及びアウ トソーシング化、非効率病棟と

なっている病棟の整理 ・集約等により人件費削減

を図っていくが、国立病院機構 としての役割を果

たしていくためには一定の人件費増は避けられな

いものとなっている。

また、平成20年 度決算の人件費率 と委託費率を

併せた率(対 医業収益)57.0%は 、平成17年 度決

算(57.8%)に 比べて、0.8%低 下 してお り、人件費

増 を上回る自己収入を得ている。

一4一

baba
四角形

baba
四角形



②福利厚生費の見直 し

状況

国立病院機構は国費以外の財源(診 療収 入等の 自

己財源)に よ り、 レク リエーシ ョン経費 を支出して

いたところであるが、独立行政法人の事務 ・事業の

公共性、業務運営の効率性及び国民の信頼確保の観

点から、 レクリエーション経費については、病院か

らの支出を行わないよう平成20年8月 に文書 によ

り周知徹底を図 った。

一5一

baba
四角形

baba
四角形



(参考)

様 式1公 表され るべき事項

独立行政法人国立病院機構の役職員の報酬・給与等について

1役 員報酬等について

1役 員報酬についての基本方針に関する事項

① 平成20年 度 における役員報酬 についての業績反映のさせ方

平成19年 度の厚 生労働省独立行政法人評価委員会の当法人の評価項 目毎の評価が全

項 目「A」以上であったことから、役員報酬規程 では、業績年俸の評価率を110/100ま での

増額ができるところ、平成ユ9年度決算 における各病院の収支状況などを考慮して、全役員

の業績年俸の評価率を100/100と して、前年度並みとした。

② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

〔岬 灘 嚇 礁 輸 　　

〔蹄 　　 　 　 　
　 ピ

齢 〔岬 灘 嚇 　 　 　　

　 巳

「
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2役 員の報酬等の支給状況

平成20年 度年間報酬等の総額 就任 ・退任の状況
役名

報酬(給 与) 賞与 その他(内 容) 就任 退任
前職

法人の

千円

23,501

千円

14,532

千円

6,644

千円

2,325(地 域 手 当)
4月1日

(再任)

A理 事

千円

19,418

千円

ll,928

千円

5,453

千円

1,908(地 域 手 当)

128(通 勤 手 当)

4月1日

(再任)
*

B理 事

千 円

5,984

千円

3,023

千円

2,484

千円

483(地 域手当)

△6(通 勤手当)

4月 ユ日

(再 任)
7,月11日 ◇

C理 事

千 円

10,833

千円

7,293

千円

2β12

千円

Ll67(地 域手 当)

60(通 勤手 当)
7月11日 ◇

D理 事

千 円

16,421

千 円

10,ll6

千 円

4,625

千円

1,618(地 域 手 当)

61(通 勤 手 当)

4月1日

(再任)
*
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E理 事

千 円

16,469

千円

10,ll6

千 円

4,625

千円

1,618(地 域 手 当)

110(通 勤 手 当)

4.月1日

(再 任)
◇

F理 事

千 円

16,552

千円

10,116

千円

4,625

千円

1,618(地 域 手 当)

193(通 勤 手 当)
4月1日 *

G理 事
(非常勤)

千円

1,440

千円

1,440

千円 千円

()
4月1日

(再 任)
*

H理 事

(非常勤)

千円

1,440

千円

1,440

千円 千円

()
4 ,月1日

(再 任)

A監 事 ・

千円

14,304

千 円

8,736

千円

3,994

千円

1,397(地 域 手 当)

176(通 勤 手 当)
4月1日

B監 事
(非常勤)

千円

1,440

千 円

1,440

千円 千円

()
4月1日

(再任)

注1:「地域 手当」とは、民間の賃金、物価及び生計費が特に高い地域 に在勤する役員 に支給して
いるものである。

注2:「前職 」欄 には、役員の前職の種類別 に以下の記号を付している。

退職公務員 「*」、役員 出向者 「◇」、独立行政法人等の退職者 「※」、退職公務員でその後

独立行政 法人等の退職者 「*※」、該 当がない場合は空欄。

注3:上 記の他 、当法人の病院長又は副院長が本務であるため、役員報酬が支給されない非常勤
理事が7人 いる。

注4:rB理 事」の通勤手当の支給額が負の値となっているのは、平成20年3月 に支給した通勤手当

(6ヶ月定期券分)に ついて、平成20年7月 の退任に伴い返納が生じたためである。

3役 員の退職手 当の支給状況(平 成20年 度中に退職手 当を支給された退職者の状況)

区分 支給額(総額) 法人での在職期間 退職年月日業績勘案率 摘 要 前職

千円 年 月

法人の長 該当者なし

千円 年 月
平成ユ9年度退職者であるが、平成20年

12月 に業績勘案率決 定のため平成20

A理 事
6,501 4 0 平成20年3月31日 1.2

年度に退職手当支給。
業績勘案率は軍生労働省独立行政法人 *
評価委員会の決定 による。

千円 年 月

監事 該当者なし

注1:「摘要」欄 には、独 立行政法人評価委員会 による業績の評価等 、退職手当支給額の決定に至った

事 由を記入 している。

注2:「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別 に以下の記号を付している。
退職公務員 「*」、役員出向者 「◇」、独立行政法人等の退職者 「※」、退職公務員でその後

独 立行政法人等の退職者 「*※」、該 当がない場合は空欄。
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II職 員給与 について
1職 員給与についての基本方針に関する事項
① 人件費管理の基本方針

第1期 中期計画における人事 に関する計画として、「良質な医療を効率的に提供 していくため、医

師、看護師等の医療従事者数については、医療を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応す

る。」、「技能職等の職種については、業務の簡素化 ・迅速化、アウトソーシング化等による効率化

を図る。」こととしており、当該計画に基づき、適切な人員配置に努めるとともに業務委託について

もコスト低減に十分配慮した有効活用を図ること等により、中期 目標期間中、人件費率と委託費率

を合計した率について、業務の量と質に応じた病院運営に適切な率を目指して抑制を図る。

② 職員給与決定の基本方針
ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

〔職員の給与水準は、独立行政法人通則法第57条第3項 の規定に基づき、一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び業務の実績などを考慮して決定している。 〕

イ職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔黙省庁　 　 　 　 規　 づ　 　 一 一 〕

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕
給 目 援 の 谷

賞与:業績年俸 院長及び医長以上の医師について、前年度の業務の実績を考慮の上、8D/100か ら

120/100の 範 囲内で定める割合を前年度の業績年俸に乗じた額を支給

賞与:業績手当
(業績反映部分)

常勤職員(年俸制職員を除く。)について、業績に応じて定める割合を算定基礎額に乗じた
額を支給

賞与:業績手当
(年度末賞与)

当該年度の医業収支が特に良好な病院の職員に対して、職員の業績に応じて、定める割
合を算定基礎額に乗じた額を支給

基本給:昇給 常勤職員(院 長を除く)の勤務成績に応じて、5段階の昇給を行う。,

ウ平成20年 度における給与制度の主な改正点

救急 医療業務 に従事 する医 師等 の給 与改善[H20.4。1改 正]

① 夜 間・休 日の救急患者への診療等のための呼出に備えて、自宅等で待機を行う医師及び

看護師等の医療職職員に対する手当として、救急呼出待機手当を創設 した。

② 医師派遣手当の対象範囲の見直し
・ 医師確保困難な国立病院機構の病院への医師派遣時の手当額を改善した。
・国立病院機構の病院間での診療連携・機能補完のための医師派遣について、支給対象に
加えた。
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2職 員給与の支給状況

① 職種別支給状況(年 俸制適用者以外)

平'20年 度の年間給与額(平 均)
区分 人員 平均年齢

総額 うち所定内 うち賞与
うち通勤手当

常勤職員
人

36,529 39.3

千 円

5,416

千円

3,988

千円

65

千 円

1,428

事務 ・技術
人

2,401 42.4

千 円

6,486

千 円

4,749

千円

97

千円

1,737

.研究職種
人

6 48.0

千円

7,941

千 円

5,790

千円

47

千円

2,151

医療職種
(病院医師)

人

1,555 40.0

千円

10,731

千 円

8,252

千円

66

千円

2,479

医療職種
(病院看護師)

人

24,235 37.5

千円

4,942

千 円

3,626

千円

55

千円

1,316

医療職種
(医療技術職)

人

41611 40.9

千円

5,684

千円

4,179

千円

97

千円

1,505

技能職種
(看護補助者等)

人

2,281 51.2

千円

5,146

千円

3,731

千円

67

千円

1,415

教育職種
(看護師等養成所職員)

人

405 42.9

千 円

7,018

千円

5,082

千円

83

千 円

1,936

福祉職種
(児童指導員等)

人

681

北

41.7

千 円

5,473

千円

4,030

千円

73

千 円

1,443

療養介助職種
人

354 35.9

千 円

3,477

千円

2,622

千円

64

千円

855

注1:常 勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2:上 記の「医療職種(病 院医師)」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。

注3:「教育職種(高 等専門学校教員)」については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

任期付職員
人

1

千円 千 円 千円 千円

医療職種
(病院看護師)

人

1

千円 千円 千 円 千円

注1=医 療職種(病 院看護師)に ついては、該 当者が2人 以下のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、

人員以外は記載していない。

注2:上 記職種以外の職種については、該 当する職員がいないため、欄を記載していない。

再任用職員
人

2

千 円 千円 千 円 千円

医療職種
(病院看護師)

人

2

千円 千円 千円 千円

注1:医 療職種(病 院看護師)に ついては、該 当者が2人 以下のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、

人員以外は記載していない。

注2:上 記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

・「在外職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表を記載していない。

・平成20年 度を通じて在職し、かっ、平成21年4月1日 に在職する職員(休 職等により給与が減額された者を除く)

の曲況である

① 職種別支給状況(年俸制適用者)

常勤職員
人

2,!63 51.4

千 円

15,144

千円

11,211

千円

86

千 円

3,933

院長
人

127 61.1

千円

18,753

千円

13,121

千円

89

千 円

5,632

医療職種
(病院医師)

人

2,036 50.8

千円

14,919

千円

11,092

千円

86

千円

3,827

注1:常 勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2ゴ 在外職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表を記載していない。

注3:平 成20年 度を通じて在職 し、かつ、平成21年4月1日 に在職する職員(休 職等により給与が減額された者を除く)

の状況である。

注4:上 記職種以外の職種については、該 当する職員がいないため、欄を記載していない。
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② 年 間給 与の分布状況(事 務 ・技術職員/研 究職員/医 療職員(病 院医師)/医 療職員(病 院看護 師))〔在外

職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

(事務 ・技術職員)

千 円

16ρ00 む
人
⑳

14ρ00 350

12,000

10.000

8,000

6,000

4,000

2ρ00

0

300

一 〇250

20-2324-2728-3132-3536-3940-4344-4748-5152-5556-59

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

200

150

100

50

o

圃 人数 …

一9一 平均給与額

警●'一第3四 分位

→一国の平均給与額[

一

注:① の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

(事務・技術職員)

分布状況を示すグループ
四分位 四分位

人員 平均年齢
第1分位

平均
第3分位

・本部課長

・本部係員

・地方係長

人

30

50

1,134

49.2

28.3

43.4

千円

9,634

3,463

5,455

千円

9,905

3,731

6,497

千円

10,297

4,075

7,604

(研究職員)

千 円

16ρ00

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4ρ00

21000

0

0

人

1

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

画 人数

葡」●'一 第3四 分 位

顧顔一 国の平均給与額

一「や 一第1四 分 位

20-2324-2728-3132-3536-3940-4344-4748-5152-5556-59

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 蔵 歳 歳

注:各 年齢階層の在職人員が2人 以下のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、グラフに表示していない。

(研 究職 員)

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
四分位 四分位

第1分位
平均

第3分位

・研究室長

・研究員

人

3

2

歳

52.8

千円

=

千円

8,595

千円

:

注1:本 法人には、本部課長相当職が置かれていないため、原則として「本部課長」を掲げるところ、代わりに「研究室長」を

代表的に職位として掲げた。また、「主任研究員」に該 当する職員は存在しないため、表示していない。

注2:研 究室長の在職人員が3人 のため、第1・第3分 位を表示していない。

注3:研 究員の在職人員が2人 のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、人員以外を表示していない。
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(医療職員(病 院 医師))

千円

18ρ00

16,000

14,000

121000

101000

81000

6,000

4,000

2,000

0

一,●,一 口●

一dp一 一rL

'充

。

600

500

400

300

200

100

0

圏 人数

一 ■一 平均給与額

一'●'印第3四 分位

一 沖一 国の平均給与額

.噌P一 第1四 分位

20-2324-2728-3132-3536-3940-4344-4748-5152-5556-59

歳 歳 歳 歳 岸 歳 ・ 歳 歳 歳 歳

(医 療職 員(病 院 医師))

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
四分位 層 四分位

第1分位
平均

第3分位

・診 療 科 長

・医 師

人

1,413

1,555

歳

48.9

40.0

千円

13,472

9β27

千円

14,196

10,665

千円

14,932

11,576

注:上 記の医療職員(病 院医師)に は、年俸制が適用される医長以上の医師が含まれる。以下、④及び⑤において同じ。

(医 療職 員(病 院看 護 師))

干円 人
7,000

6,000

5ρ00

4,000

31000

2,000

1.000

0

,直'

一,rL'♂

一 夢 一血 一 一 一か 一.噌 鵬.唾
,(L

5600

4800

4000

3200

2400

1600

800

0

画 人数

一← 平均給与額

幽●噂 第3四 分位

■噸一 国の平均給与額

幽r炉一第1四 分位

20-2324-2728-3132-3536-3940-4344-4748-5152-5556-59

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

(医療職員(病院看護師))

四分位 四分位
分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

第1分位
平均

第3分位

・看護師長

・看護師

人

1,527

19,169

歳

49.0

35.0

千円

7,002

3,819

千円

7,385

4,534

千円

7,788

5,316

注:上記の医療職員(病 院看護師)に は、任期付職員(1人)が 含まれる。
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③ 職級別在職状況等(平 成21年4,月1日 現在)(事 務 ・技術職員/研 究職員/医 療職員(病 院医師〉/医 療職
員(病 院看護師))

(事 マ ・技 術 職 ロ)

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

標準的
一般職員

係長 班長(地方) 課長(地方) 事務長 事務部長 事務部長 事務部長
な職 立 主査(本部) 係長(本部) 専門職(本部) 課長 課長(本部) 部長(本部) 部長(本部)

人員
人

2,401

人

595

人

841

人

456

人

84

人

334

人

80

人

8

人

3

(割合) (24.8%) (35.0%) (19.0%) (3.5%) (13.9%) (3.3%) (03%) (01%)
歳 郵

年齢(最高 59 59 59 59 59 59 59 58
～最低) ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

7

所定内給
与年額(最

千円

生446

千 円

5,694

千 円

6,992

千 円

7,180

千 円

8,ユ78

千 円

8,876

千 円

8,859

千 円

9,弓29

高～最低)
～ ～ ～ ～

7

～ ～ ～ ～

年 間給 与

額(最高 ～

千 円

5,993

千 円

7,667

千円

9β33

千 円

9,521

千 円

1!,229

千 円

12,465

千 円

12,583

千 円

ユ3,365

最低)
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

3 7

(研究職
口)

区分 計 1級 2級 3級

標準的 研究員 研究室長 研究部長
な職 立

人員
人

6

人

2

人

4

人

0

(割合) (33。3%) (66,7%) (0,0%)
歳 歳 歳

年齢(最:高 56
～最低) ～

所定内給
与年額(最

千 円 千 円

6,587

千円

高～最低)
～

年間給与

額(最高～

千円 千円

9,211

千円

最低)
～

注:1級 の在職人員が2人 のため、当該個人の情報が特定されるおそれのあることから、人員以外の事項については記載していない。

(医 療 職員(病 院 医師))

区分 計 医療職(一)

標準的
な職位

一般 医師

入員

(割合)

人

1,555

人

1,555

(100.0%)

年齢(最高
～最低)

歳

肇

所定内給
与年額(最

高～最低)

千 円

U,701

～

年間給与

額(最高～

最低)

千 円

!4,713

～
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(医療職 口(病 占医師(年 制職 聞)))

区分 計 副院長等年俸1級 副院長等年俸2級

標準的

な職位

部長

医長

副院長
統括診療部長
臨床研究センター長
臨床研究部長

人員

(割合)

人

2,036

人

1,714

(84.2%)

人

322

(15.8%)

年齢(最高
～最低)

歳

望

歳

貿

所定内給
与年額(最

高～最低)

千 円

M,535

夷

千 円

14,791

～

年間給与

額(最高～

最低)

千 円

2!,662

～

千 円

20,845

～

(医療職
口(病 完看護師))

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

標準的
な職位

准看護師 助産師
看護師

副看護師長 看護師長 副看護部長
副総看護師長

看護部長
総看護師長

看護部長

'人 員

(割 合)

入

24,235

人

1,175

(4.896)

人

19,209

(79.3%)

入

2,050

(8.5%)

入

1,524

(6.3%)

入

155

(α6%)

人

100

(0.4%)

人

22

(Ol%)

年齢(最高
～最低)

歳

59

～

歳

磐

歳

59
～

歳

59
～

歳

磐

歳

59
～

歳

磐

所定内給
与年額(最
高～最低)

千 円

4,454

～

千 円

5,571

～

千 円

5,744

～

千 円

6,822

～

千 円

7,182

～

千 円

8,334

～

千 円

9,382

～

年 間給 与

額(最高 ～

最低)

千 円

6,040

～

千 円

7,608

～

'千 円

7,760

～

千 円

9,005

～

千 円

9,588

～

7

千 円

11,098

～

千 円

13,211

～

(医療職 員(病 古看言師( 壬.付 職 )))

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

標準的 准看護師 助産師 副看護師長 看護師長 副看護部長 看護部長 看護部長
な職 立 看言師 副総看護師長 総看護師長

人員
人

1

人 人 人 人 人 人 人

(割合)
戚 歳 歳 歳 歳

年齢〔最高
～最低)

.

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
所定内給
与年額(最
高～最低)

千円 千円 千 円 千円 千円 千円 千円
年間給与
額(最高～

最低)

注:医療職員(病 院看護師(任 期付職員))に おける該当者は1人 のため、当該個人の情報が特定されるおそれのあることから、

「職級」及び「標準的な職位」を除き記載していない。
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④ 賞与(平 成20年 度)に おける査定部分の比率(事 務 ・技術職員/研 究職員/医 療職員(病 院医師)/医 療職員(病 院看護師))

(事務・技術職員)

区分 夏季(6月) 冬季(12月) 計

一律支給分(期 末相 当) %

56.2

%

57.8

%

57.0

管理
職員

%

43.8

%

42.2

%

43.0
査定支給分(勤勉相当)

(平均)

最 高 ～ 最 低

%

53.5～29,4

%

53.ユ ～28.0

%

49.9～33.8

一律支給分(期 末相当)
0

63.7

0

65.4

!0

64.6

一般

職員

%

36.3

%

34.6

%

35.4
査定:支給分(勤勉相当)

(平均〉

最 高 ～ 最 低

%

48.2～32,4

%

44.9～25.9

%

46.1～29.6

(研究職員)

区分 夏季(6月) 冬季(12月)
「

計

一律支給分(期 末相 当)
%

55.7

%

56.5

%

56.2

管理
職員

%

44.3

%

43.5

%

43.8
査定支給分(勤勉相当)

(平均)

最 高 ～最 低

%

荏5.8～4L8

%

52.2～38,1

%

49.4～39.8

一律支給分(期 末相 当)
o o 70

一般

職員

% % %

査定支給分(勤勉相当)
(平均)

最 高 ～最 低

% % %

俺

注:一 般職員における該当者が2人 であることから、当該個人の情報が特定されるおそれがあることから、記載していない。

(医 療職 員(病 院 医師))

区分 夏季(6,月) 冬季(12月) 計

一律支給分(期 末相当)
%

0.7

%

0.2

%

0.4

管理
職員

%

99.3

%

99.8

%

99.6
査定支給分(勤勉相当)
(平均)

最 高 ～最 低

%

!00～35,1

%

100～31.2

%

100～33.3

一律支給分(期 末相当) 乃

63.3

0

64.9

0

64.1

一般

職員

%

36.7

%

35.1

%

35.9
査定支給分(勤勉相当〉
(平均)

最 高 ～ 最 低

%

41.8～28.1

%

45.0～27.4

%

42,9～30.4

注:管 理職員に該当する者について、一般医師が平成20年 度内に昇任により副院長等年俸制になった職員が含まれている。

(医 療 職員(病 院 看護 師))

区分 夏季(6月) 冬季(12月) 計

一律支給分(期 末相当) %

55.6

%

56.8

%

56.3

管理
職員

%

4弓.4

%

43.2

%

43.7
査定支給分(勤勉相当)

(平均〉

最 高 ～最 低

%

53.1～31.0

%

52.6～30,0

%

50。0～32.8

一律支給分(期末相当)
Q

63.2

0

64.2

0

63.7

一般

職員

%

36.8

%

35.8

%

36.3
査定支給分(勤勉相当)
(平均)

最 高 ～ 最 低

%

襲.5～28.0

%

57,1～24,8

%

46,6～30,0
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⑤ 職員 と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準(年 額)の比較指標(事 務 ・技術職員/研 究職員/医

療職員(病 院医師)/医 療職 員(病 院看護師))

(事務・技術職員)

対国家公務員(行政職(一))[==豆Z:Z]
対他法人[==亟 ヨ

(研究職員)

対国家公務員(研究職)
対他法人

(医療職員(病 院医師))

対国家公務員(医 療職(一))

(医療職員(病 院看護師))

対国家公務員(医 療職(三))

国団

国
国

注 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準(「対他法人」においては、

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準)に置き換えた場合の給与水準を100

として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

給与水準の比較指標にっいて参考となる事項

○事務 ・技術職員

項 目 内容

対国家公務員 97.7

指数の状況 地域勘案102.0

参考 学歴勘案98.1
地域 ・学歴勘案102。1

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合6.3%
(国からの財政支出額 528億 円 、支出予算 の総 額8,443億 円:乎 成20年

度予算)

給与水準の適切性の
検証

【検証結果】
当法人の事務職員の基本給及び諸手当の制度並びにその水準について
は、国の一般職給与法に準じているところであるが、独法移行時に中高年

齢層の一般職員の給与カーブをフラット化するなどの措置を講じたところ
であり、適切な対応を行 っていると考えている。

引き続き、一般職給与法適用の国家公務員の給与、民間企業の従業員の

講ずる措置 給与及び業務の実績などを考慮し適切に対応していく。

○研究職員

項 目 内容

対国家公務員 81. 7

指数の状況 地域勘案82.6

参考 学歴勘案84.6
地域 ・学歴勘案78.8

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合6.3%
(国からの財政支出額 528億 円 、支 出予算の総 額8,443億 円:平 成20年

給与水準の適切性の 度予算)

検証
【検証結果】
当法入の研究職員の基本給及び諸手当の制度については、国の一般職
給与法に準じているところであり、適切 なものと判断する。

引き続き、一般職給与法適用の国家公務員の給与、民間企業の従業員の
講ずる措置 給与及び業務の実績などを考慮し適切に対応していく。
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○病院医師

項 目

指数の状況

国に比べて給与水準が
高くなっている定量的な
理由

給与水準の適切性の
検証

講ずる措置

内容

対 国家公務員1!6.8

参考
地域勘案

学歴働案

地域 ・学歴勘案

109.8

116.8

109.8

① 国の病院医師に対する初任給調整手当においては、医師確保が困難
な地方の手当額がより高くなる制度となっており、機構においてもほぼ準ず
る制度(医 師手当)を導入しているところであるが、機構においては、地方
に勤務する職員の割合が高いこと。
(地域手当1～3級 地 初任給調整手当・医師手当5種 月10万 円
人員構成 国51.0%、 機構13.7%)
(地域手当非支給地 初任給調整手当・医師手当 ユ～3種 月31～
21万 円人員構成 国13.7%,機構45.2%)
注)国 の地域手当支給地別人員構成は、平成20年 国家公務員給与

等実態調査(医療職(一))の 公表データより算出
② 当法人の医師の基本給等については、医師確保にかかる当法人の各
病院並びに他の設置主体の状況に鑑みて、国の引下げを行う際にも従前
の水準に据置いたこと。(国の俸給表の平均改定率 平成17年12月 △
0.3%、平成!8年4月 給与構造改革 △5.2%)

③ 医長以上の医師への年俸制において、前年度の診療によって得られ
た収入の一定割合等を原資として、勤務成績が良好な医師にっいて、各

年度に支給する業績年俸(賞 与)を前年度の額の最大1.2倍 まで増額で
きる仕組みを導入していること。
また、医長以上の医師については、病院における管理職として、国の俸
給の特別調整額に準じた役職手当の支給対象としていること。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合6.3%
(国からの財政支出額528億 円、支出予算の総額8,443億 円:平成20年
度予算)

【検証結果】

医師の確保は、当法人の主たる事業かつ 目的である医療の提供に不可欠
であり、また、経営上においても、全収益の約9割 を占める医業収益にかか
る基本的かつ重要な事項であり、全国的な医師確保が厳しい情勢を踏ま
えると、医師の処遇の改善が法人の運営上の重要課題の一つとなってい
る。処遇改善への給与面の対応として、基本給等の引下げの見送り、年俸
制による勤務成績の反映など、漸次改善を進めているものであり、適切な
対応であると考えている。
また、他の設置主体の病院給与を示す資料は次のとおりであり、国立
(国、当法人、労働者健康福祉機構を含み、国立大学法人は含まれない。)
と公立(都道府県・市町村立)・医療法人の給与水準と比較した場合に、民
間病院の医師と大きな格差が生じているところである。
○直近の医療経済実態調査結果(平成19年6月 調査)職 種別常勤職員1
人当たり平均給料月額等より、一般病院医師の年収を推計
国立1333万 円(100。0)、公立1427万 円(107.ユ)、医療法人1603万 円
(!20.3)

引き続き、国家公務員の医師の給与、公立・民間医療機関の医師の給
与、当法人の医師確保の状況や医師が確保できない揚合に法人の事業
運営に与える影響を総合的に考慮して、適切に対応していく。
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○病i完 言 師

項 目

指数の状況

給与水準の適切性の
検証

講ずる措置

内容

対国家公務員94.0

参考
地域勘案

学歴勘案

地域 ・学歴勘案

94.9

93.4

93.9

国からの財政支出について
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合6.3%
(国からの財政支出額528億 円、支出予算の総額8,443億 円:平成20年
度予算)

【検証結果】
当法人の看護師の給与については、民間給与の水準を考慮して、独法
移行時に中高年齢層の一般看護師の給与カーブのフラット化、基本給の
調整額の廃止による特殊業務手当の創設による水準の引下げなど適切な
対応を行ってきたところであるが、看護師の確保については、医師と同様
に厳しい状況にある。

なお、国の給与水準と比較を行う場合には、当法人の看護師は大多数
が地城手当の非支給地で勤務している(53.0%)が、国においては、非支給

地に所在している国立ハンセン病療養所において、俸給の調整額(平 成2
0年 度においては、賞与反映分込みで年間 約68万 円)が支給されている
という特殊要因がある。

引き続き、国家公務員の看護師の給与、民間医療機関の看護師の給与、
当法人の看護師確保の状況や確保できない場合に法人の事業運営に与
える影響を総合的に考慮して、適切に対応していく。

0比 較対象職員の状況

・医療職種(病 院医師)

年俸制適用者以外に係る①表(職種別支給状況)の常勤職員欄の1,555人及び年俸制適用者に係
る①表(同)の 常勤職員欄の医療職種(病 院医師)2,036人 計3,591人
3,591人の平均年齢46.1歳 、平均年間給与額13,106千 円

・医療職種(病 院看護師)

年俸制適用者以外に係る①表(職種別支給状況)の常勤職員欄の24,235人及び任期付職員欄の1
人
計24,236人
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皿 総人件費について

区 分
当年度

(平成20年 度)

前年度

(平成19年 度)
比較増△減

中期目標期間開始時(平

成!6年 度)か らの増△減

給与、報酬等支給総額

(A)

千 円

314,203,9硅8

千 円

312,968,784

千 円(%)

1,235,163(0.4>

千 円(%)

1!,597,56ユ(3.8>

退職手当支給額

(B)

千 円

22,8/7,734

千 円

24,446,694

千 円(%)

△1,628,960(△6.7)

千円(%)

△2,884,70婆(△1L2)

非常勤役職員等給与

(C)

千 円

24,899,090

千 円

22,272,157

千 円(%)

2,626,932(11.8>

千 円(%)

8,82L735(5《.9)

福利厚 生費

(D)

千 円

56,775,354

千 円

59,221,175

千 円(%)

△2,445,820(△4.1)

千円(%)

△1,848,388(△3.2)

最 広義 人 件 費

(A十B→ 一C十D>

千 円

4ユ8,696,126

千 円

4!8,908,811

千円(%)

△212,684(△0.1>

千 円(%)

15,686,202(3.9)

総 人件 費 につ いて参 考 となる事 項

①人件費の主な増減要因等

第1期 国立病院機構 中期計画(平 成16～20年 度)に おいて、人件費率等について
『人事に関す る計画に基づき、適正 な入員の配置に努めるとともに、業務 委託についても
コス ト低減に十分配慮 した有効活用 を図ること等によ り、 中期 目標の期間中、人件費率 と
委託費率 を合計 した率 について、業務の量 と質に応 じた病院運営に適正な率 を目指 して抑
制を図る。』 とされている。

(人件 費率+委 託費率)※(人 件 費十委託費)/医 業収益

平成19年 度決算57.4%→ 平成20年 度決算57,0%(△0.4%)

人件費が増加する一方で、人件費率等が低下していることは、当法人の経営努力によっ
て、増加した人件費を大きく上回る自己収入を得たことを示している。

○給与、報酬等支給総額の主な増減要因

・技能職職員の不補充によるもの

・非効率病棟の整理 ・集約 、事務職員 の削減等によるもの
'平 成16年4月 の独法移行時の中高年齢層の一般職員の給与カーブの見直 しに伴

う現給保障措置の終 了(H19,12.31)に よる基本給の支給額が減少 したこ とによる

・基本給の調整額の廃止及び手当化によるもの

・心神喪失者等医療観察法 、障害者 自立支援法等の他の設置主体では代替困難な医
療の体制整備によるもの

・地域医療計画を踏まえた救命救急、周産期等の救急医療 をは じめとした政策医療
の推進のための対応、医療サー ビスの質の向上、医療安全の確保及び患者 の処遇

改善等のための体制整備 によるもの
・医師不足解消に向けた取 り組み、救急医等の処遇改善及び地域 医療 との連携強化
のための体制整備 によるもの

○最広義人件費の主な増減要因
'恩 給公務員期間を有する退職職員に係る負担金(国 家公務員共済年金に係 る整理

資源)の 減少によるもの

.職 員の退職者数の減少によるもの

.後 期臨床研修医などの非常勤職員数の増加によるもの

.麻 酔医等の医師を臨時に招聴するための謝金の増加によるもの
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②行革推進法、行政改革の重要方針(平 成17年!2月24日 閣議決定)に よる人件費削減の取組の状況

i)主 務大 臣が中期 目標 において示した人件費削減の取組に関する事項
「行 政改革 の重要方針」(平 成17年12月24日 閣議決定)を 踏まえ、平成1
8年 度以降の5年 間において国家公務員に準 じた人件費削減 に向けた取組 を行 う
こととするが、医療法及び診療報酬上 の人員基準に沿った対応を行 うことはもと

より、国の制度 の創設や改正に伴 う人材確保 も含め政策医療 の推進のための対応
とともに、医療サー ビスの質の向上、医療安全の確保及び患者の処遇の改善等に

も留意 しっっ、適切 な取組 を進 めるこ と。 なお、現(注:第1期)中 期 目標期 間
の最終年度 までの間においても必要な取組 を行 うこと。

併せ て、給与構造改革 を踏まえた給与体系の見直 しを進 めること。

i).中 期 目標 において設定した削減 目標、給与構造改革を踏まえた見直し方針

第1期 中期計画において、 『今後5年 問で5%以 上の人件費削減の取組 を行 う
が、医療法及び診療報酬上の人員基準に沿った対応を行 うこ とはもとよ り、心神

喪失者等医療観察法、障害者 自立支援法等国の制度の創設や改正 に伴 う人材確保
も含め政策 医療 の推進のための対応 とともに、医療サー ビスの質の向上、医療安
全の確保及び患者の処遇の改善等 にも留意 しつつ、適切 な取組を行 う。併せて、

国家公務員 の給与構造改革 を踏まえて、役職員の給与について必要な見直 しを進
める。』 こととしている。

また、給与構造改革 については、国の給与制度の見直 しに併せ て平成18年7

月1日 から実施 した6

血)上記 五)の進ちょく状況

総 人件費改革の取組状況

年 度
基準年度

(平成17
年度)

平成18

年度

平成19

年度

平成20

年度

給与、報酬等支給総額
(千円)

304,525,998 305,957,856 3!2,968,784 、 314,203,948

入件費削減率
(%)

0.5 2.8 3.2

人件費削減率(補正値)
(%)

0.5 2.1 2.5

(1)国 立病院機構の平成20年 度における総人件費改革の対象 となる人件費は、312,063百 万円

(注)で あり、総人件費改革の基準値である平成17年 度の人件費304,526百 万円と比較すると
7,537百 万円の増となっている。
(注)総人件費改革の対象人件費から除かれる給与改定分(平 成19年 度給与改定に伴 う2,141百
万円の増)を 除いたもの
(2)総 人件費削減に向けた取組 として
① 技能職 の退職不補充

② 非効率病棟の整理 ・集約、'事務職の削減等
③ 独法移行時の給与カーブの変更 ・調整額の廃止
などを行った結果、削減額は平成18年 度から平成20年 度までの3年 間で16,483百 万円とな
り、総人件費改革の基準値である平成17年 度の人件費304,526百 万円の5.41%の 削減 を行っ
た。
(3)一 方、国立病院機構 としての役割を果たすための人件費増として、

① 他の設置主体では代替困難な医療の体制整備(心神喪失者等医療観察法や障害者 自立支
援法等)
② 地域医療計画を踏まえた救命救急、周産期等の救急医療をはじめとした政策医療の推進
のための対応、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び患者の処遇改善等のための

体制整備
③ 医師不足解消に向けた取組、医師等の処遇改善及び地域医療との連携強化のための体制
整備
などを行った結果、平成18年 度から平成20年 度までの3年間で24,020百 万円の増となって
いる。

引き続き、技能職の退職後不補充、非常勤職員への切替及びア ウトソーシング化、非効率病
棟 となっている病棟の整理 ・集約等により人件費削減を図ってい くが、国立病院機構 としての
役割を果たしていくためには一定の人件費増は避けられない ものとなっている。
また、平成20年 度決算の人件費率と委託費率を合わせた率57.0%は 、平成ユ7年度決算
(57.8%)に 比べて、0.8%低 下しており、人件費増を上回る自己収入を得ている。

IV法 人が必要と認 める事項
特になし。
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(参 考4)

契 約

①契約に係る規程類、体

制の整備状況

国立病院機構おいては、

・ 平成18年8月 に会計規程 を改正 し、原則一

般競争によることとするとともに、各病院にお

ける契約事務については、一定額以上の契約に

ついて、直接契約に関与 しない職員で構成され

る契約審査委員会に諮 り牽制を行 う

など、契約の適正化等を図ってきたが、さらに平成

20年 度 においては以下の取組 を行っている。

・ 平成20年6月 には、原則一般競争 であるこ

とを改めて周知するとともに、一者応札となら

ないよう10日 以上の公告期間の徹底や幅広い

広告方法 などにつ いて各病院へ周知徹底 を

図った。

・ これ らの各病院での契約事務の取 り組みにつ

いては、内部監査の重点項 目として位置づけ、

その実行状況を監査 している。

・ さらに、平成21年6月 に一者応札 ・一者応

募 にかかる改善方策について、ホームページへ

公表 している。

・,独 立行政法人における契約の適正化(依 頼)(平

成20年11月14日 総務省行政管理局長事務連

絡)を 踏 まえ、随意契約における予定価格調書の

作成基準の制定、公告期間短縮の制限廃止など

について、契約方式に係る規程を国の基準に準

拠 した形で見直し、平成21年 度か ら適用する

こととした。

・ また、平成20年 度 においては、契約事務に

関 して一層の適正性を担保するため、監事と連

携 したいわゆる抜打監査(7病 院)を 実施 し、

国民か ら疑念を持たれることのないような契約

事務の徹底に努めた。

・ なお、再委託に関しては、会計規程において

全面委託を禁止 しており、一部委託については

あらか じめ経理責任者が内容を審査 したうえ

で、契約することができることとしている。
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② 「随意契約見直 し計

画」の実施 ・進捗状況

随意 契 約見 直 し計 画 の実施 ・進捗 状 況 に つ いて は、

以下 の とお りで あ る。

・ 平 成19年12月 に 「随意 契約 の見 直 し計 画 」

を策 定 し、平成20年7月 に平 成19年 度実績

をホーム ペー ジに公 表 した 。

・ す で に 、平 成18年8月 に会 計規 程 の改 正 を

行 い原 則 一般競 争 に よ る こ と と し、 これ に つ い

て 、平 成19年 度 以 降 内部 監査 等 を通 じて徹 底

を図 って きた 。さ らに平 成20年 度 に お いて は、

6月 に改 めて原 則 一般 競 争 に よ る こ と等 に つ い

て徹 底 す る通知 を発 出 し徹底 す る と ともに 、監

事 と連携 した いわ ゆ る抜 打 監査 を実 施 し、 その

点検 を行 った 。 これ らの取 り組 み に よ り、競 争

性 の な い随意 契約 の 平成20年 度 契約 に 占め る

割合 が 平 成19年 度 に対 し、件 数 で8.O%、

金額 で9.2%減 少 した 。

・平成19年 度 実績

3,145件(34.0%)544億 円(24.9%)

・平成20年 度実績

2,483件(26.0%)363億 円(15.7%)
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(参考4の2)

1平 成20年 度の実績 【全体】

件数 金額

競争入札
7,075件

(74.0%)

1,946億 円

(84.3%)

一

般
競
争
入
札
等

企画競争
件

一(%)

億円

一(%)

随意契約
2,483件

(26.0%)

363億 円

(15.7%)

合 計
9,558件

(100%)

2,309億 円

(100%)

※1随 意契約については、予定価格が少額である場合(予 算決算及び会計令第99条 第二

号から第七号までの金額を超えないもの)を 除く。

※2不 落随契については、競争入札に含む。

1平 成20年 度の実績 【同一所管法人等】

件数 金額

競争入札
21件

(6.0%)

3億 円

(5.0%)

一

般
競
争
入
札
等
企画競争

件

一(%)

億円

一(%)

随意契約
327件

(94.0%)

57億 円

(95.0%)

合 計
348件

(100%)

60億 円

(100%〉

※1随 意契約については、予定価格が少額である場合(予 算決算及び会計令第99条 第二

号か ら第七号までの金額を超 えないもの)を 除 く。

※2不 落随契については、競争入札に含む。
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皿 平成20年 度の実績 【同一所管法人等以外 の者】

件数 金額

競争入札
7,054件

(76.6%)

1,943億 円

(86.4%)

【

般
競
争
入
札
等
企画競争

件

一(%)

億 円

一(%)

随意契約
2,156件

(23.4%)

306億 円

(13.6%)

合 計
9,210件

(100%)

2,249億 円

(100%)

※1随 意契約については、予定価格が少額である場合(予 算決算及び会計令第99条 第二

号か ら第七号までの金額を超えないもの)を 除 く。

※2不 落随契については、競争入札に含む。
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(参考)

随意契約見直し計画

平成19年12月

独立行政法人国立病院機構

1随 意契約 の見直 し計画

(1)平 成18年 度 において、締結 した随意契約について点検 ・見直

しを行 い、以下の とお り、随意契約による ことが真 にやむを得な い

ものを除き、順次可能 なものか ら一般競争入札等 に移行する ことと

した。

【全体】

平成18年 度実績 見直し後

件数 金額(億 円) 件数 金額(億 円)

事務 ・事 業を取 り止めたもの

(18年 度限りのものを含む。)

(14,6%)

640

(16.0%)

101

競争入札
(50.7%)

2,228

(41,6%)

263

一

般
競
争
入
札
等
企画競争等

(7.7%)

796

(4.6%)

96

(一%)

一

(一%)

一

随意契約
(92.3%)

3,600

(95,4%)

536

(34.8%)

1,528

(42.4%)

268

合 計
(100%)

4,396

(100%)

632

(100%)

4,396

(100%)

632

(注1)見 直 し後 の随意契約 は、真 にやむを得ないもの

(注2)金 額 は、それぞれ四捨五入 しているため合計が一致 しない場合がある

(注3)企 画競争等 とは、公募型 プ ロポーザル及びオープンカウンター(い わゆる

随意契約)に よる契約 である
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【同一所管法人等】

平成18年 度実績 見直し後

件数 金額(億 円) 件数 金額(億 円)

事務 ・事業を取り止めたもの

(18年 度限りのものを含む。)

(7.0%)

30

(3.6%)

2

競争入札
(13.396)

57

(6.3%)

4

一

般
競
争
入
札
等

企画競争等
(5.5%)

24

(7.5%)

5

(一%)

一

(一%)

一

随意契約
(94,5%)

406

(92.5%)

62

(79.8%)

343

(90.1%)

60

合 計
(100%)

430

(10096)

67

(100%)

430

(100%)

67

(注1)見 直 し後の随意契約 は、真 にやむを得ないもの

(注2)金 額は、それぞれ四捨五入 しているため合計が一致 しない場合がある

(注3)企 画競争等 とは、公募型 プ ロポーザル及びオープンカウンター(い わゆる

随意契約)に よる契約である

【同一所管法人等以外の者】

平成18年 度実績 見直し後

件数 金額(億 円) 件数 金額(億 円)

事務・事業を取り止めたもの (15.4%) (17.5%)

(18年 度 限りのものを含む。) 610 99

一
(54.8%) (45,8%)

般 競争入札
競 2,171 258

争
入 (19.5%) (16.0%) (一%) (一%)

札 企画競争等
等

772 90 一 一

(80,5%) (84.0%) (29.8%) (36.7%)
随意契約

3,194 475 1」85 208

(100%) (100%) (100%) (100%)
合 計

3,966 565 3,966 565

(注1)見 直 し後の随意契約は、真 にやむを得ないもの

(注2)金 額は、それぞれ 四捨五入 しているため合計が一致 しない場合がある

(注3)企 画競争等 とは、公募型プ ロポーザル及びオープンカウンター(い わゆる

随意契約)に よる契約である
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2.随 意契約見直 し計画の達成へ向けた具体的取 り組み及び移行時期

(1)契 約情報 の充実

契約の透 明性 を確保す るため、現在実施 して いる随意 契約 に係

る情報の公開に加 え、競争契約 に係る情報の公開につ いても、厚

生労働省基準 によ り実施する。

(平成19年12月 までに措置 を講 じ、平成20年1月1日 施行)

(2)随 意契約の見直 しの徹底

随意 契約見直 し計画 に基づ く見直 しの達成状況につ いて、内部

監査 を通 じて把握 し、見直 しの徹底 を指導 してい く。

(平成19年 度 よ り実施)
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(参 考5)

内 部 統 制

①内部統制に係る取組

状況

国立病院機構においては、これまでも、業務の適

正な執行を図ることなどを目的とした内部監査の実

施やコンプライアンス推進規程の制定など、内部統

制の充実に取 り組んできたところであり、主な取組

としては、

・ 平成20年4月 に監事の1人 を常勤化す ると

ともに、平成21年4月 には、内部統制 ・ガバ

ナ ンス強化の観点から本部に業務監査室を設置

することとした。

・ 業務の適切かつ効率的な執行を図るとともに

会計処理の適切を目的に、会計監査人において

実施する会計監査の実施状況を踏まえつつ、書

面及び実地による内部監査を実施 した。

・ 契約事務に関 して一層の適正性を担保するた

め、監事と連携 したいわゆる抜打監査を実施 し

た。

・ 平成20年3月 に 「独立行政法人国立病院機

構 におけるコンプライアンス推進規程」に基づ

き、全ての病院において、コンプライアンス担

当者を指名 し、職員からの疑義や相談等を受け

付ける窓ロを設置 した。平成20年4月 以降そ

の取 り組み を一層促進す るために院内に従事す

る派遣労働者や取引事業者等に対しても、規程

の周知を行った。

・ 平成20年 度の内部監査 にお いて 「コンプラ

イアンスの推進に関する事項」を新たに重点項

目として監査を行った。

・ 平成21年3月 に各種規程等に則 った適正な

会計事務の業務遂行の確保を図る観点から、「国

立病院機構における会計事務に係る標準的業務

フロー」を作成 し、病院担当者への周知 ・徹底

を図った。
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(参考6)

業務改善のための役職員のイニシアティブ等

①業務改善のための役

職員のイニシアテ ィブ

等の取組状況

国立病院機構では、業務改善のための役職員のイ

ニシアティブ等の取組として、以下のことを行って

いる。

・ 毎年実施 している患者満足度調査において、

個々の病院に対する評価、ニーズを把握 してお

り、そこから発見できた課題については、個々

の病院において、病院全体又は各職場単位で改

善活動を行い、業務改善を図っている。

これらの活動の一部は、平成18年 度に創設

した 「国立病院機構QC活 動奨励表彰」制度で、

職 員 による自主的な業務改善活動 として表彰

し、業務改善意欲の向上を図るとともに、導入

当初より機関誌 「NHOだ よ り」に掲載 し、平

成20年 度には、提出された全204件 の取組

を集約 した事例集 を発刊することにより、全病

院に対し、取組内容の水平展開を図った。

・ 病院長をはじめとした管理 ・監督者に対する

研修を実施 し、国立病院機構の職員として必要

な病院の管理運営に関する知識の習得及び管理

運営能力の向上を図ってきた。

また、業務能力の向上のための医事業務研修

や病院経営研修、医療機関における実習など実

践的な知識 ・技術等の習得を目的とした各種専

門研修を実施 し、職員の能力開発の取 り組みを

行っている。

・ 特に、最大の職員数(全 職員数約5万 人の う

ち約3万 人)を 占め る看護師につ いては、効果

的な教育支援ができるよう教育担当看護師長の

配置を行い、看護職員のキャリアパス制度推進

の基盤 となる研修内容 ・方法を標準化 した全病

院統一の研修ガイ ドラインを運用し教育体制の

充実を図っている。

また、各分野の看護のスペシャリス トである
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専門看護師及び認定看護師を配置 し、充実 した

高い水準の看護を実践 している。

さらに、医療内容の高度化 ・複雑化やチーム

医療に主体的に対応できる看護師の養成の方向

性等の検討を目的に、「国立病院機構における看

護師養成のあり方に関する検討委員会」を設置、

議論を重ね1、平成20年12月 に作成 した報告

書 に盛 り込 んだ改善内容を着実に実行 してい

る。

・ 各病院における経営努力のインセンティブと

して、経常収支が前年度実績よ り良 くなった病

院であって収支相償を超える病院に年度末賞与

を支給する制度を平成16年 度か ら設 けて お

り、平成20年 度においては、56病 院 に対 し

て支給 を行った。

・ 特に早急な経営改善の着手が必要な58病 院

について、部門毎の生産性に着目するなどして、

改善項目を検討 し、行動 目標を明確化 した中期

的な個別病院毎の経営改善計画(再 生 プラン)

を策定 し、平成20年3月 末に本部が承認 した

ところで あ り、平成20年 度においては、3力

年計画の1力 年 目を遂行 した。

各該 当病院が再生プランに沿った経営改善に

努めるとともに、本部 ・ブロック事務所では、

月次決算でその進捗状況を確認 し、また、年度

計画に対 して経常収支が著 しく下回っている病

院に対 して、再生プラン特別顧問を活用 しての

個別訪問を行うなど、収支改善に努め、58病

院 中31病 院が年度計 画の経常 収支 を上回 っ

た。
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